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１．令和４年度一般会計等財務諸表（要約版）
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単位　（千円)

金額 金額 金額

１．固定資産 14,418,159 １．固定負債 3,778,448 １. 期首純資産残高 12,023,825

（１）有形固定資産 11,302,055 （１）地方債 2,492,955

①事業用資産 13,829,627 （２）退職手当引当金 1,050,425 2. 純行政コスト -3,363,848

　　減価償却累計額 -6,680,227 （３）その他 235,068

②インフラ資産 19,709,493 ２．流動負債 319,325 ３. 財源 3,355,593

　　減価償却累計額 -15,756,438 （１）1年内償還予定地方債 239,360 （１）税収等 2,540,190

③物品 529,172 （２）賞与等引当金 51,040 （2）国県等補助金 815,403

　　減価償却累計額 -329,572 （３）その他 28,925 ４. 本年度差額 -8,255

（２）無形固定資産 84,654 負債合計 4,097,773 ５. 資産評価差額 38

（３）投資その他の資産 3,031,450 ６. 無償所管換他 0

①投資及び出資金 1,276,119 金額 本年度末純資産残高 12,015,608

②基金 662,627 １．固定資産等形成分 15,852,614

③長期延滞債権、長期貸付金他 1,097,584 ２．余剰分(不足分) -3,837,006

④徴収不能引当金 -4,880

２．流動資産 1,695,222 純資産合計 12,015,608

（１）現金預金 244,220

（２）基金 1,434,455

（３）未収金他 16,547

資産合計 16,113,381 負債及び純資産合計 16,113,381 503,245

業務支出等 2,938,219

業務収入等 3,441,464

3,483,340

１．業務費用 2,085,384 -492,565

（１）人件費 718,447 投資活動支出 624,790

（２）物件費等 1,305,257 投資活動収入 132,225

　　　うち、減価償却費 538,854

（３）その他の業務費用 61,680 8,068

２．移転費用 1,397,957 財務活動支出 253,701

　　　うち、補助金等 693,234 財務活動収入 261,769

経常収益 121,166

純経常行政コスト 3,362,174 本年度資金収支額 18,747

３．臨時損失 1,764 前年度末資金残高 223,211

４．臨時利益 90 本年度末資金残高 241,958

　　純行政コスト 3,363,848 本年度末歳計外現金残高 2,262

244,220

貸借対照表 純資産変動計算書
資産の部 負債の部

純資産の部

経常費用

行政コスト計算書

本年度末現金預金残高

資金収支計算書
業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支

一般会計等（令和４年度)
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２．令和４年度一般会計等財務諸表
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14418
11302
13828

19709 （単位：千円）

金額 金額
529 １．固定資産 14,418,159 １．固定負債 3,778,448

（１）有形固定資産 11,302,055 （１）地方債 2,492,955
　　 ①事業用資産 13,829,627 （２）退職手当引当金 1,050,425

3031 　減価償却累計額 -6,680,227 （３）その他 235,068
　　 ②インフラ資産 19,709,493 ２．流動負債 319,325

　減価償却累計額 -15,756,438 （１）1年内償還予定地方債 239,360
　　 ③物品 529,172 （２）賞与等引当金 51,040

　減価償却累計額 -329,572 （３）その他 28,925
（２）無形固定資産 84,654 負債合計 4,097,773
（３）投資その他の資産 3,031,450
　　　①投資及び出資金 1,276,119 金額
　　　②基金 662,627 １．固定資産等形成分 15,852,614
　　　③長期延滞債権等 1,097,584 ２．余剰分(不足分) -3,837,006
　　　④徴収不能引当金 -4,880

２．流動資産 1,695,222 純資産合計 12,015,608
（１）現金預金 244,220
（２）基金 1,434,455
（３）未収金他 16,547

資産合計 16,113,381 負債及び純資産合計 16,113,381

貸借対照表
資産の部 負債の部

純資産の部

現金化の容易な資産 純資産比率 74.6%

庁舎、学校、住宅など

道路、河川など売却不能の資産
貸借対照表（ＢＳ）

◆貸借対照表は、会計年度末において、どのような資産を保

有し、またその資産はどのような財源で賄われているかを対

照表示した財務書類です。貸借対照表により基準日時点に

おける坂祝町の財政状態（資産・負債・純資産という、いわゆ

るストック状況）が明らかにされます。

資産 ＝ 将来の資金流入をもたらすもの。

将来の行政サービス提供能力を有するもの。

負債 ＝ 将来、債権者等への資金流出をもたらすもの。

純資産＝ 資産と負債の差額であり、地方税、地方交付税、

国庫補助金などのこれまでの財源や資産評価差

額などが計上されています。

◆民間企業でいうところの自己資本比率については、純資産

比率で表すことができます。純資産合計／総資産の算式とな

りますが、坂祝町の場合は74.6%となり、これは現役世代前

より、営々と作り出してきたものと見ることができます。

◆インフラ資産は河川や道路など、経済的価値とは馴染まな

い資産であり、財政上の判断の際は、無価値として考えるべき

でしょう。将来はこのインフラ資産を除く純資産が最終デッドラ

イン（公債限度額）となり、ここを超える地方自治体が破綻とい

う結果を招くこととなります。
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２．令和４年度一般会計等財務諸表

14418
11302

13828 （単位：千円）

金額

19709 3,483,340
１．業務費用 2,085,384

529 718,447
1,305,257

538,854
3031 61,680

２．移転費用 1,397,957
693,234

経常収益 121,166
純経常行政コスト 3,362,174
３．臨時損失 1,764
４．臨時利益 90
　　純行政コスト

3,363,848

行政コスト計算書

経常費用

　　うち、補助金等

（１）人件費
（２）物件費等
　　うち、減価償却費
（３）その他の業務費用

狭義の行政費用

行政コスト計算書（ＰＬ）

◆行政コスト計算書は、企業における損益計算書にあたるもので、
貸借対照表がストックの財政状態を表すとすれば、これはいわゆ
る会計年度におけるフローの財政状態を表します。

資産形成に結びつかない経常的な行政活動に係る費用（経常的
な費用）とその行政活動と直接対価性のある使用料・手数料など
の収益（経常的な収益）を対比させた財務諸表です。

ただし企業は利益を算出することを目的としていますが、こちら
は税収等で賄うべき行政コストを計算することを目的としています。

◆人件費は町の職員給与、議員報酬、福利厚生費も含まれます。
また、賞与引当金も支給対象基準によって計上することとなってお
り、いわゆる発生主義でのコストを表しております。

◆物件費は、人にかかるコスト以外のものとなりますが、そのうち
減価償却費の計上がございます。これは、過去の投資に対して、
今年度に資金の流出をしたわけではありませんが、設備の劣化
や大規模補修等による更新費とみていただければと思います。

◆移転費用は町を通じて助成等の形態で移転したもので、下水
道の助成、国保・介護保険の社会保障が主です。
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２．令和４年度一般会計等財務諸表

（単位：千円）

金額
14418 １. 期首純資産残高 12,023,825
11302
13828 2. 純行政コスト -3,363,848

19709 ３. 財源 3,355,593
（１）税収等 2,540,190

529 （２）国県等補助金 815,403

４. 本年度差額 -8,255
3031

５. 資産評価差額 38

６. 無償所管換他 0

本年度末純資産残高 12,015,608

純資産変動計算書

この差、8,217千円は、
将来世代の負担額です。

純資産変動計算書（ＮＷ）

◆純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部が、１年間

でどのように変動したかを表す財務書類です。

◆純資産を減少させるものは、まず先程ありました行政コスト計

算書の収支尻である純行政コストです。

◆純資産を増加させるものとしては、地方税、地方交付税等の

一般財源に加えて、国庫支出金などの特定財源が含まれます。

地方自治体は利益を目的としていないため、行政コスト計算書

ではなく、これらの収入は純資産変動計算書に計上することと

なります。
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２．令和４年度一般会計等財務諸表

（単位：千円）

金額

14418 503,245
11302 業務支出等 2,938,219
13828 業務収入等 3,441,464

-492,565
19709 投資活動支出 624,790

投資活動収入 132,225
529 8,068

財務活動支出 253,701
財務活動収入 261,769

3031 本年度資金収支額 18,747
本年度末資金残高 241,958
本年度歳計外現金残高 2,262

244,220

資金収支計算書

業務活動収支

本年度末現金預金残高

投資活動収支

財務活動収支

資金収支計算書（ＣＦ）

◆資金収支計算書は、現金収支のフローの面から財政状態をみた

ものです。繰越金は前年度末資金残高であり、歳計外現金も反映

させています。

◆性質の異なる３つの活動（業務活動収支、投資活動収支、財務

活動収支）に分けて表示されております。

◆本年度は、業務活動収支（503,245千円）と財務活動収支（8,068

千円）で投資活動収支（▲492,565千円）を賄えたことから、前年度

に比べて資金増加となりました。
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３．令和３年度一般会計等財務諸表の特徴
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（１）本年度差額の黒字（ＮＷ：１３８，２２８千円）
本年度差額は、地方自治体の業績を表す数値ともいわれています。行政コスト（発生主義によるフル

コスト）が財源（税収や国県補助金など）でまかなえていることを示しています。
参考：減価償却費（ＰＬ：５３１，８４７千円）計上前の本年度差額 ６７０，０７５千円

（２）損失補償等引当金の計上（ＢＳ：１４０，５２７千円）
引当金とは、将来発生する可能性がある費用または損失に対し、あらかじめその見込額を負債として

計上するものです。令和３年度では、地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般
会計等負担見込額算定方法に従い１４０，５２７千円の損失補償等引当金を計上しました。

（３）出資金（上・下水道事業会計）の計上（ＢＳ：１，２６７，４０２千円）
地方公営企業（上・下水道事業会計）が法適用化され、令和２年度決算から上・下水道事業会計共に

複式簿記会計となりました。一般会計等においては上・下水道事業会計に対する出資金を認識すること
から１，２６７，４０２千円の出資金を計上しました。

（４）「使用料及び手数料」の減少（ＰＬ：３０，１２２千円）
使用料及び手数料は、年々減っています。
（令和元年度 ４１，１１９千円、令和２年度 ３１，２９６千円）

（５）「税収」の増加（ＮＷ：２，４８５，６１８千円）
税収は、年々増えています。
（令和元年度 ２，１７８，９５０千円、令和２年度 ２，２８０，１９０千円）
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３．令和４年度一般会計等財務諸表の特徴
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（１）本年度差額の赤字（ＮＷ：▲８，２５５千円）
本年度差額は、地方自治体の業績を表す数値ともいわれています。行政コスト（発生主義によるフル

コスト）が財源（税収や国県補助金など）でまかなえていないことを示しています。
参考：減価償却費（ＰＬ：５３８，８５４千円）計上前の本年度差額 ５３０，５９９千円

（２）損失補償等引当金の計上（ＢＳ：１４２，２９１千円）
引当金とは、将来発生する可能性がある費用または損失に対し、あらかじめその見込額を負債として

計上するものです。令和４年度では、地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般
会計等負担見込額算定方法に従い１４２，２９１千円の損失補償等引当金を計上しました。

（３）出資金（上・下水道事業会計）の計上（ＢＳ：１，２６７，４０２千円）
地方公営企業（上・下水道事業会計）が法適用化され、令和４年度決算においても上・下水道事業会

計共に複式簿記会計となります。一般会計等においては上・下水道事業会計に対する出資金を認識す
ることから１，２６７，４０２千円の出資金を計上しました。

（４）「他会計への繰出金」の減少（ＰＬ：２５５，４９５千円）
他会計への繰出金は、年々減少しています。
（令和２年度 ３０５，７１７千円、令和３年度 ２６６、８１３千円）

（５）「税収」の増加（NW：２，５２３，６７３千円）
税収は、年々増加しています。
（令和２年度 ２，２８０，１９０千円、令和３年度 ２，４８５，６１８千円）
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（１）資産負債の状況 （２）行政コストの状況

（単位：百万円）
令和２年度 令和３年度 令和４年度

資産 15,779 15,885 16,113
負債 3,891 3,861 4,098

一般会計等

（単位：百万円）
令和２年度 令和３年度 令和４年度

純経常行政コスト 4,202 3,247 3,362
純行政コスト 4,212 3,256 3,364

一般会計等
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４．財務諸表の経年比較
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（３）純資産変動の状況 （４）資金収支の状況

（単位：百万円）
令和２年度 令和３年度 令和４年度

本年度差額 -258 138 -8
本年度純資産変動額 -636 137 -8
純資産残高 11,887 12,024 12,016

一般会計等

（単位：百万円）
令和２年度 令和３年度 令和４年度

業務活動収支 276 598 503
投資活動収支 -220 -590 -493
財務活動収支 -36 7 8

210 223 242

一般会計等

本年度末資金残高
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統一的な基準による地方公会計の整備により、従来の決算統計や地方公共団体の財政の健全化に関する
法律（平成１９年法律第９４号）における健全化指標等、既存の指標に加え、地方公共団体が保有する資産・
負債に関する新たな指標を算出することにより、財政状況を多角的に分析することが可能となりました。分析
の６つの視点で考えられる主な指標は下図のとおりですが、単年度に発生した取引の影響で大きく数値が変
動する場合があること、経費の性質的には計算に含めるべきもの（又は除くべきもの）が、必ずしも加除されて
いないこと等から、分析結果を読み解く際には複数年度の傾向を踏まえた分析や当該年度の類似団体比較（
数値分析・指標分析）により分析していくことが今後重要となります。

（出典：地方公会計の活用の促進に関する研究会報告書）

＜当町の人口推移＞

〇令和２年度
８，１６６人
○令和３年度
８，０４６人
○令和４年度（令和５年３月末）
８，１０８人
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５．指標分析
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（１）住民１人あたり資産額 （２）歳入額対資産比率

（単位：千円）
令和２年度 令和３年度 令和４年度

固定資産 1,770 1,780 1,778
流動資産 162 194 209
資産合計 1,932 1,974 1,987

（単位：千円）
令和２年度 令和３年度 令和４年度

15,778,578 15,884,809 16,113,381
4,267,695 3,860,938 3,835,458

3.7% 4.1% 4.2%

資産合計
歳入総額

歳入額対資産比率
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５．指標分析

14

（３）有形固定資産減価償却率 （４）純資産比率

（単位：千円）
令和２年度 令和３年度 令和４年度

29,110,418 29,273,829 29,853,625
21,756,073 22,236,418 22,766,236

74.7% 76.0% 76.3%
減価償却累計額
有形固定資産

有形固定資産減価償却率

（単位：千円）
令和２年度 令和３年度 令和４年度

11,887,309 12,023,825 12,015,608
15,778,578 15,884,809 16,113,381

75.3% 75.7% 74.6%

純資産合計
資産合計
純資産比率
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５．指標分析
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（５）住民１人あたりの負債額 （６）住民１人当たり行政コスト
（単位：千円）

令和２年度 令和３年度 令和４年度

固定負債 440 444 466

流動負債 37 36 39

負債合計 477 480 505

（単位：千円）
令和２年度 令和３年度 令和４年度

行政コスト 516 405 415
人件費 86 89 89
減価償却費 67 66 66
補助金等 185 91 86
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６．他団体比較
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備考

人口(人) 8,108 人 5,760 人

住民一人当たりの資産額 1,987 千円/人 1,811 千円/人 住民一人当たりの資産額

うち固定資産 1,778 千円/人 1,522 千円/人 うち固定資産(土地、建物など)の額

うち流動資産 209 千円/人 289 千円/人 うち流動資産(現預金など)の額

有形固定資産減価償却率 76.26 % 68.57 %
有形固定資産の取得から経過を示す指数。

数値が高いほど、減価償却が進んでいる。

純資産比率 74.57 % 84.79 %
総資産額に占める純資産の割合。割合が大きいほ

ど、現在までの世代が負担した資産額が大きい。

住民一人当たりの負債額 505 千円/人 276 千円/人 住民一人当たりの負債額

住民一人当たりの行政コスト 415 千円/人 507 千円/人 住民一人当たりの行政コスト

〇資産形成度:将来世代に残る資産はどれくらいあるか

〇世代間公平性:将来世代と現世代の負担の分担は適切か

〇持続可能性:財政に持続可能性はあるか

〇効率性:行政サービスは効率的に提供されているか

坂祝町 富加町


